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１． はじめに 

2017 年のわが国へのクルーズ客船の寄港回数は前年

比 37.1%増の 2765 回となり，過去最高を記録した。そ

のうち外国船社が運航するクルーズ客船の寄港回数は

2014 回で過去最高であった１）。これらのクルーズ船旅

客，出入港に伴う経費，各種船用品の需要は，寄港地と

その周辺に大きな経済効果を生んでいる（表－１）。 

表－１ 横浜港発着客船の経済効果２） 

 

荒牧ら３）は，クルーズ船社の寄港地選択要因を明ら

かにするために，階層分析法（AHP）を用いて船社によ

る寄港地決定における重要度の算定を行った。その結

果，船社は港湾施設や運航ルートよりも観光地の魅力

を重視していることが判明した。 

しかしこの研究においては，途中寄港地のみ考慮さ

れており，より大きな経済効果が見込めるクルーズ客

船発着港については考慮されていない。そこで本研究

では，新客船ターミナルを整備する東京港と，現在の東

京湾内での主要な発着港である横浜港に着目し，クル

ーズ船社における発着港選択の要因を明らかにするこ

とを目的とする。 

以上を明らかにすることにより，港湾管理者が，船社

の意向に応えた適切な港湾整備を行うことが可能とな

る。 

２． 分析方法 

 本研究では，クルーズ船社の意思決定要因を定量的

に評価する必要がある。そのため，一社ごとの意思決定

要因を定量的に評価することが可能な階層分析法

（AHP）を用いる。クルーズ船社に一対比較法を用いた

アンケート調査を実施し，その結果を元に，階層分析法

を用いて分析を行う。 

 各評価値のウェイトと，それを用いた各代替案の総

合評価値は，以下の手順で算出する。まず，各評価項目

の評価または代替案の評価の相乗平均を式(1)より求

める。 

𝐺𝑗 = √𝑥𝑗1𝑥𝑗2𝑥𝑗3⋯𝑥𝑗𝑛
𝑛  (1) 

Gj：評価値の相乗平均 

xjn：各評価項目の評価値 

n：評価値の数 

 この相乗平均を，各評価項目の評価または代替案の

評価の相乗平均の合計で除して，標準化する。この標準

化した値が，ウェイトとなる。 

𝑤𝑗 =
𝐺𝑗
∑𝐺

 (2) 

wj：各評価項目のウェイト 

 式(2)より算出したウェイトを用いて，各代替案の総

合評価値を算出する。 

𝑣𝑗 = 𝑤1𝑤1𝑗 + 𝑤2𝑤2𝑗 +𝑤3𝑤3𝑗 +⋯+ 𝑤𝑛𝑤𝑛𝑗 (3) 

vj：代替案の総合評価値 

wn：各評価項目のウェイト 

wnj：各評価項目の評価値 

３． アンケート調査 

 アンケート調査は，階層分析法の基本的な質問方法

である一対比較法を用いたものを，クルーズ船社に対

して実施する（図－１）。サンプルサイズは，日本船社

と外国船社がそれぞれ１社ずつである。 

 

図－１ 本研究に用いる階層構造 

４． 分析結果 

４．１ 評価基準レイヤーの計算結果 

評価基準レイヤーの分析結果を図－２に示す。評価

基準（大分類）同士の比較では，外国船社の場合，「背

後地の条件」＞「観光」＝「港湾へのアクセス」＞「タ

ーミナル」＞「運航」の順に，日本船社の場合，「運航」

＞「ターミナル」＞「港湾へのアクセス」＞「背後地の

クルーズプラン（例） 世界一周クルーズ 国内クルーズ アジアクルーズ

経済効果 2億4600万円 6200万円 1億2000万円
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条件」＞「観光」の順に重要度が高い結果となった。ま

た，評価基準（小分類）においては，外国船社は「知名

度」を，日本船社は「立地による不利益」を最も重視す

る結果となった。外国船社が「知名度」を重視する理由

として，外国人観光客は，わが国に来訪することが目的

であることが挙げられる。これは，日本船社と比較して

「観光」のウェイトが高いことからも推測できる。外国

人観光客がわが国に来訪する際に，彼らはわが国にお

いて著名な場所の観光を望むと考えられるからである。 

対して，日本船社が「立地による不利益」を重視する

理由として，クルーズ客船の運航費に占める燃料費の

コストが非常に高いことが挙げられる。1km 当たりの

必要重油量を 133ℓ，重油 1ℓの価格を 57.5 円と仮定する

と，1km あたりの燃料費は 7667 円となる。 

 

図－２ 評価基準の計算結果 

４．２ 代替案レイヤーの計算結果 

代替案は，重要度を用いた計算の結果，外国船社は東

京港，横浜港の順に，日本船社は横浜港，東京港の順に

選択する結果となった（図－３）。 

外国船社において東京港が高い評価を獲得している

理由として，重要度が比較的高い「知名度」「背後圏集

客力」「観光資源」において，いずれも東京港が高い評

価を獲得していることが挙げられる。「知名度」に関し

て，「東京」はわが国の首都として極めて高い知名度を

誇るが，「横浜」は「東京」の衛星都市程度の知名度で

あると考えられ，東京の一部と捉えられていることが

理由として挙げられる。「背後圏集客力」に関して，東

京 23区の人口は，横浜市の人口の約 2.5倍となるため，

集客力も高くなる。「観光資源」について，東京にわが

国を象徴するような観光地が多数あることが高評価に

繋がったと考えられる。 

日本船社において横浜港が高い評価を獲得している

理由として，重要度が比較的高い「立地による不利益」

「入港拒否の発生リスク」「航路管制」において，いず

れも横浜港が高い評価を獲得していることが挙げられ

る。「立地による不利益」に関して，外海から見た場合，

横浜港のほうが東京港よりも往復で 40km 程度航行距

離が短くなることから，高い評価を得ている。航行距離

が 40km短くなれば，燃料費は 30万円程度少なくなる。

「入港拒否の発生リスク」に関して，横浜港大さん橋が

４つの岸壁を擁するのに対し，東京港に整備される新

客船ターミナルは１つしかないことが理由として挙げ

られる。「航路管制」に関して，東京港がより航路が時

間的に制限されるため，横浜港が高い評価を獲得して

いるものと考える。 

 

図－３ 代替案の計算結果 

４．３ 整合度の計算結果 

 整合度の計算結果を表－２に示す。 

表－２ 整合度の計算結果 

 

５． おわりに 

 本研究では，発着港に着目した選択要因分析を行っ

た。その結果，外国船社は知名度を，日本船社は立地に

よる不利益の少なさを重視している結果となった。 

 今後の課題として，途中寄港地において，選択問題の

顕在化が予想される港湾に関する分析が求められる。 
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